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建設現場の脱炭素調達の導入に向けた
ロードマップについて

研究報告

はじめに1
我が国は、脱炭素社会の実現に向けて、温室効果ガス排出

について、2030 年度の 2013 年度比 46％削減、2050 年ま
でに排出を全体としてゼロにする「2050 年カーボンニュート
ラル」という国際公約 1) を掲げている。我が国の CO2 排出量
全体のうち、建設現場からの排出量は約 13％に及ぶことから、
その削減に向けた取組は、国際公約の達成に向けて大きな役割
を果たすことが期待される。

本稿では、JICE で実施した自主研究の成果である海外の先
導国の取組や我が国の公共調達の試行の状況などを踏まえ、建
設現場においてサプライチェーン全体を考慮した「脱炭素調
達」の必要性を論じるとともに、公共調達における導入に向け
た道のりを提案するものである。

我が国におけるインフラ分野関連の
CO2 排出状況 2)2

2.1　我が国におけるインフラ分野関連のCO2 排出量
2020 年の我が国の CO2 排出量は、「日本の温室効果ガス排

出量データ（1990 ～ 2020 年度）確報値 3)」によると 10.4
億トンである。

このうち、インフラ等の整備が直接的に関わる建設現場の
CO2 排出量は約 13％、インフラ整備等により削減に貢献でき
る CO2 排出量は約 49％となっており、概ね 2/3 がインフラ
分野に関わりがある。そのため、脱炭素社会の実現に向けた我
が国の国際公約の達成に向け、インフラ等の整備や管理の工夫
による貢献が期待される。

2.2　建設現場におけるCO2 排出量
建設現場における CO2 排出量は、まず建設現場における直

接的な排出である建設機械の稼働があるが、これは約 0.07 億
トンしかなく、我が国の CO2 排出量全体の 0.7％に過ぎない。
大部分は鉄鋼とセメントという主たる建設関連資材の生産と建
設関連の輸送に伴う排出であって、我が国の CO2 排出量全体
のそれぞれ約 10％、約 2％に及んでいる（図１）。

図1 我が国のCO2排出量の内訳(2020年）

一一

一
械
環

02

[l

 

c

 

0
し
西

。
廷
約

-

i

/

I

2

、`̀

 

‘̀

 

0
\\ク/

ヽ

c

‘‘

 

ト

／

、｀

／

 

億

‘’

\

2

,、

ヽ

.

,’

ヽ

，、

ヽ

／

ヽ

3

 

1

,

、

’

、

勺

I

、ヽ

希

'‘

‘、

/

‘`

 

年

、，＇‘、,

A日U
l

,‘、
\‘、

3

‘‘,＇,＇

,
\

 

9
9
9
・ヽ
1
_
,
9
9
1
1
9

ー゚2

 

建設現場における
直接的な排出約0.7%

9---` `  `` ｀ ̀` ｀ 主要な材料生産と建設輸送

紐、セメ‘卜＼‘乙［閻接的な排出約13%
建設輸送

約1.30il \ 
t-C02 

その他
約3.97億

！ 
t-C02 

約38% ]
＼※建設輸送を含むと約15%

インフラ等の
整備が直接的
に関わるもの

13% 

インフラ整備等
により削減に

貢献できるもの
49% 

約3.49億
t-C02 

ー’
 

i

 ‘、
／

 

鉄道・船舶・航空輸送
約2%

家庭やオフぶ贔‘O/。
商業施設等 J

我が国のCO2排出量(2020年）
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※1「総合エネ）目二統計」(2013/2020)、 「温対法に基づく事業者別排出係数の算出及び公表について」(2012/2019年度実績）に基つき試算。
※2インフラ分野に関係す召痢出量については「日本⑰温室効果カス排出量データ」(1990-2020il=度確報値）、「総合エネルギー統計」、「自動車輸送統計調査」及び「普通鋼地域別用途別受注統計」

（い和も2020il魂報値）（J居つ百鵡見磁3、 鉄銅以外の金属材料の製造や土砂以外の建設廃棄物⑪瞑里など、 インフう分野に関係する力その他涅器れているむDがある。

図１ 我が国の CO2 排出量の内訳（2020 年）

建設現場の脱炭素調達の必要性3
3.1　脱炭素調達の必要性

第 2 章で示したとおり、建設現場の CO2 排出量は我が国の
CO2 排出量全体の約 13％を占め、その大部分は主たる建設関
連資材の鉄鋼とセメントの生産や建設関連の輸送から発生する。
このため、建設現場の CO2 排出量を削減し、脱炭素化を進め
るためには、建設関連資材への低炭素材料や脱炭素材料の活用
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が鍵であり、加えて、資機材の輸送の脱炭素化、現場で使用す
る機材の低炭素性能の向上を含め、サプライチェーン全体の脱
炭素化が必要である。

民間の主要メーカーの中には、製造する製品の脱炭素化を進
めるため、サプライチェーン下流のサプライヤーに一定の割合
の脱炭素化を要請し、実質的な脱炭素化を進めている企業もあ
る。

我が国の公共工事でもサプライチェーン全体の脱炭素化を進
めるため、建設関連の低炭素化技術を調達手続きの中で高く評
価して、その活用を促進する「脱炭素調達」の導入を提案する。

3.2　オランダ王国インフラ・水管理省の取組
公共工事の脱炭素調達については、オランダ王国インフラ・

水管理省（以下、RWS）の取組が先行している。
RWS では 2020 年に「Carbon neutral ＆ Circular Infra-

structure」戦略を策定している。その中で道路・河川・鉄道の
建設機械の他、道路の舗装、橋梁・トンネル等の構造物、鉄道
のレールと枕木、海岸保全・浚渫の分野において CO2 排出量
の算出を前提とするロードマップが設定されている。

また、RWS においては、脱炭素調達の手法として、CO2 排
出量の削減を含む循環型調達に資する提案を求め、それにより
算出した環境コストに応じ、入札額を控除する「CO2 パフォー
マンス・ラダー」という低炭素認証制度の運用 4) が始められ
ている。

この低炭素認証制度は、CO2 排出削減の取組を評価する仕
組みであり、流れは図２に示す通りで、「組織」を対象に認証
される。なお、ここで言う「組織」は一般に単独の企業では無
く一定基準に基づくサプライヤーも含めた企業群を定める仕組
みとなっている。

この「組織」は サプライチェーンも含めた Scope1 ～ 3 全
てを対象に、提案による CO2 排出量の「インベントリ」を作
成し、その算出結果の評価は、所定の内部監査を行った上で
「認定ラダー評価者」による外部監査を経て決定される（図２）。
評価は、認識、削減量、透明性、参画の 4 つの観点から行われ、
5 段階の評価結果に応じて入札額が最大で 5％控除される仕組
みとなっている（図３）。

取得／更新したい
認証レベルを選択

①サプライヤーも含めた
認証対象となる「組織」の

「範囲」を検討

②認証対象の「組織」の
規模に応じて適⽤される

認証基準を確認

②「組織」内において、
「ラダー」評価の準備を実施

④「認定ラダー評価者」による
「ラダー」評価の実施

③「ラダー」評価が可能か
内部監査を実施

凡例：
Ａ：認識（40%）
Ｂ：削減量（30％）
Ｃ：透明性（20%）
Ｄ：参画（10%）

※ 「CO2パフォーマンス・ラダー」ウェブサイト︓https://www.co2-prestatieladder.nl/en/

図２ 「CO2 パフォーマンス・ラダー」の認証までの流れ
図３ 「CO2 パフォーマンス・ラダー」による評価イメージ

図２　「CO2 パフォーマンス・ラダー」の認証までの流れ
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そのために、RWS の建設工事の実施に伴う LCA に基づく
環境コストを発注者と競争参加者が算定・比較するための支援
システム「DuboCalc」や、算定に必要な排出原単位のデータ
ベースとして「CO2 排出原単位（CO2　emissiefactoren）」、
主に Scope3 を対象とした「国立環境データベース（NMD）」
等が開発され、一般に公開されている（図４）。

図４ 環境コスト算出支援システムDuboCalc

図４　環境コスト算出支援システム DuboCalc

3.3　アメリカ合衆国の取組
アメリカ合衆国においては、2022 年より「Buy Clean タ

スクフォース」が開催され、2022 年 9 月に連邦政府調達及
び連邦補助事業の調達における建設材料について、CO2 等排
出量・汚染物質への配慮を拡大するための勧告として「Buy 
Clean Actions」が策定 5) された。

この「Buy Clean Actions」において、連邦政府調達の鉄
鋼・コンクリート・アスファルト・板ガラスについて低排出量
の製品を優先購入することや、連邦補助事業における低炭素建
設材料の活用の推進、サプライヤーの GHG 宣言の推進、低炭
素建設調達のパイロット事業の立ち上げが位置付けられている
が、連邦政府、連邦運輸省ともに EPD（環境製品宣言）の活
用を図ることを打ち出している。

3.4　EPD（環境製品宣言）の取組
この EPD（環境製品宣言）とは、企業等が製品やサービス

の環境負荷（例えば、温暖化ガスの排出量）や環境貢献（例え
ばリサイクル品の使用量）を定量的に表示する取組 6) であり、
ISO/JIS Q 14025 においてその方法が規定されている。具体
的には、製品やサービスのライフサイクル全体の環境影響を対
象とし、独立した検証プロセスを求めることなどが規定されて
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おり、製品カテゴリールール（PCR）の作成により類似（同等）
の機能を持つ製品やサービスがグループ化され、製品間の環境
負荷や環境貢献の比較が容易となっている。

我が国の EPD としては、一般社団法人サステナブル経営推
進機構（SuMPO）により ISO14025 に基づくタイプ III 環境
宣言（エコリーフ）が運営 7) されているが、建築・土木分野
の認定済 PCR を確認すると建築分野に偏っており、地盤改良、
法面保護などの土木関連の工法・技術がほぼ含まれていない（表
１）。また、今後、海外の調達における EPD の前提条件化や海
外と我が国の EPD の相互認証等が進むことで、我が国の建設
資機材メーカー等の参画が排除されるリスクがあり、我が国に
おける今後の脱炭素調達に向けた制度設計の中で EPD の取り
扱いに留意する必要があることを示唆しておきたい。

No 認定PCR番号 発行日 PCR名称
1 PA-120000-BC-02 2022/4/1 木材・木質材料【第2版】
2 PA-241000-AA-05 2022/11/16 建築物(躯体および仕上げ材）【第5版】
3 PA-166413-AB-04 2023/1/6 ふっ素塗料(中間財)【第4版】
4 PA-178200-AC-05 2023/1/6 せっこうボード製品（中間財）【第5版】
5 PA-212300-AD-04 2023/1/6 窓・サッシ【第4版】
6 PA-242159-AG-06 2023/1/6 二重床【第6版】
7 PA-180000-AJ-05 2023/1/6 建設用鉄鋼製品（中間財）【第5版】
8 PA-355110-AK-04 2023/1/6 エレベーター【第4版】
9 PA-821000-AN-04 2023/1/6 タイルカーペット【第4版】
10 PA-249000-AU-04 2023/1/6 吹込み用セルローズファイバー断熱材【第4版】
11 PA-180000-AX-04 2023/1/6 建設用鉄鋼二次加工製品（中間財）【第4版】
12 PA-856100-AZ-04 2023/1/6 カーテンレール及びブラインド類【第4版】
13 PA-172290-BH-04 2023/1/6 プレキャストコンクリート(PC)製品（中間財） 【第4版】
14 PA-134610-BI-03 2023/1/6 壁紙【第3版】
15 PA-452210-BL-03 2023/1/6 建築設備用高密度ポリエチレンパイプ（中間財）【第3版】
16 PA-451210-BM-03 2023/1/6 樹脂製ルーフドレン（中間財）【第3阪】
17 PA-459000-BN-03 2023/1/6 単管式排水システム用継手（中間財）【第3版】
18 PA-187000-BO-02 2023/1/6 ステンレス管【第2版】
19 PA-123631-BR-02 2023/1/6 熱硬化性樹脂化粧板【第2版】
20 PA-171100-BS-02 2023/1/6 板ガラス（中間財）【第2版】
21 PA-302200-BT-02 2023/1/6 配電用変圧器【第２版】
22 PA-171190-BW-01 2023/1/10 加工ガラス(中間財)
23 PA-172210-BY-01 2023/2/17 生コンクリート（レディーミクストコンクリート）（中間財）

表１　我が国の建築・土木分野の認定済 PCR 一覧

※ SuMPO ウェブサイト（https://ecoleaf-label.jp/document/）公表データ
   （R5.2.28 現在）に基づき JICE 集計。

3.5　我が国の公共工事の脱炭素調達の試行
我が国の公共工事の調達においても、一部の工事で総合評価

方式における契約時の加点評価や完了時の成績評定に、脱炭素
化に向けたイニシアティブへの参加や脱炭素化に資する技術提
案が採用され、提案内容等に基づき CO2 排出量削減の取組が
試行されている（表２）。

※１ 令和 5 年 5 月 JICE の地方整備局 HP や聞き取りによる調べ。なお、発注方式により
契約時評価の総加点数が異なることがある。

※２ ソーラーパネル・LED 照明の活用、燃費基準達成機械・バイオ燃料の活用、Web 等
を活用した現場検査、電動機具の活用、ICT 機械の活用、ハイブリッド車・電動車の活用
等を想定

機関
名

契約時の評価 取組に
よる
削減量
の試算

完了時
の評価
成績
評定

低炭素型
ｺﾝｸﾘｰﾄの
活用

備考企業の能
力等

（一次審査）

技術提案
（二次審査）

北海
道

（R5
～） ○ ﾌﾞﾛｯｸ

北海道等との連携による「ゼロカーボン北海道」の取組の中で施工
計画書に記載されたCO2削減に資する取組※２を評価

東北 (１/17点) ﾌﾞﾛｯｸ・
GI基金

施工における燃費性能に優れた建設機械（低炭素型建設機械
認定制度、燃費基準達成建設機械認定制度等に適合するもの）、
ICT建機やICT装置群の認定を受けた機械の現場使用、バイオ
燃料の活用又はSBT認定取得企業の証明を評価

関東 ﾌﾞﾛｯｸ 荒川下流事務所と港湾空港部が総合評価落札方式において
カーボンニュートラルに向けた取組を評価

北陸

中部 １/19点
１

10/60点
２

○
（トン
ネル）

○ ﾌﾞﾛｯｸ

１は燃費性能に優れた建設機械（低炭素型建設機械認定制度、
燃費基準達成建設機械認定制度等に適合するもの）を用いた工
事の施工実績又はSBT認定取得企業の証明を評価。
２は建設機械、建設資材、建設現場の環境に関わる取組（契
約時に評価したものは対象外）を評価

近畿 １/３点 ﾌﾞﾛｯｸ
燃費性能に優れた建設機械（低炭素型建設機械認定制度、燃
費基準達成建設機械認定制度等に適合するもの）を用いた工事
の施工実績又はSBT認定取得企業の証明を評価

中国 ﾌﾞﾛｯｸ

四国 ﾌﾞﾛｯｸ・
GI基金

九州 １/15点 ﾌﾞﾛｯｸ
燃費性能に優れた建設機械（低炭素型建設機械認定制度、燃
費基準達成建設機械認定制度等に適合するもの）を用いた工事
の施工実績又はSBT認定取得企業の証明を評価

表２　地方整備局等における脱炭素化に向けた試行の状況

特に、中部地方整備局の設楽ダム等のトンネル工事では、契
約時の評価において脱炭素化に資する技術提案が評価されると
ともに、提案による CO2 排出量をサプライチェーン全体で算
出される試行が実施されている。

JICE では、この試行にあたり、GHG プロトコルとの適合を
考慮しつつ算出対象を整理し、工事の施工業者とともに、算出
対象を排出原単位と数量の双方を確認できる算出単位に分解し、
排出量算定式を設定して CO2 排出量を試算した（図５・表３）。

図５ 中部地整CN試行工事におけるCO2排出量算出対象

図５　中部地方整備局試行工事における CO2 排出量算出対象

GHGプロトコル 排出量算定単位
（積算基準に基づき施工計画を

分解して設定）

想定される排出量算定式の例
（実際に設定可能な数量と原単位を検討）トンネル工事に

当てはめた場合

Scope1
及び
Scope2

現場での機械
や設備の稼働

機械：ドリルジャンボ、トンネル切削機、
バックホウ、ずり出しダンプ、モル
タル注入機、スライドセントル、油
圧ブレーカ等

設備：セメントサイロ、濁水処理設備、
受変電設備、坑内照明、投光器、
送風機等

現場作業所の電力使用等

燃料を使用するものはScope１にカウント
機械・設備の燃料消費量×排出原単位×台数
機械・設備の稼働日数×排出源単位×台数
発電機の燃料消費量×排出原単位×台数など

他社から電気、熱等を購入する場合はScope2に
カウント
中部電力から購入する電力量×排出原単位
機械・設備の電力消費量×時間×台数 など

Scope3
上流①

現場で使用する
材料

セメント、コンクリート、鋼製支保工、
ロックボルト、鉄筋等

各材料の使用数量×各資材生産に係る排出原
単位 など

Scope3
上流④

材料の現場まで
の輸送

輸送トラック 燃料消費量
（調達先～現場間の距離÷燃費）×排出原単位
×台数×搬送回数※ など

機械や設備の
現場までの輸送

輸送トラック 燃料消費量（調達先～現場間の距離÷燃費）×
排出原単位×台数×搬送回数※（設置時及び撤
去時の搬送） など

Scope3
上流⑤

発生土や廃棄
物の現場外へ
の搬出

岩砕ずりの輸送ダンプ 燃料消費量（処分先～現場間の距離÷燃費）×
排出原単位×台数×搬送回数※ など

表３ 中部地⽅整備局試⾏⼯事におけるCO2排出量算定式の例表３　中部地方整備局試行工事における CO2 排出量算定式の例

脱炭素調達の導入に向けて必要な取組4
4.1　脱炭素調達の導入に向け必要な取組

これまでに示したとおり、我が国の脱炭素社会の実現に向け
た国際公約の達成のためには、建設現場のサプライチェーン全
体の脱炭素化を図る脱炭素調達の導入・適用拡大が重要であ
るが、これに加え、実質的な CO2 排出量削減を図るためにも、
建設現場のサプライチェーン全体の CO2 排出量や各低炭素化
技術による CO2 排出量削減量を客観的に評価する、見える化
が重要である。

本章では、そのために必要な具体の取組を提案する。

4.2　建設現場のCO2 排出量の算出ルールの整理
建設現場の CO2 排出量を効率的・効果的に削減するために

は、建設現場のサプライチェーン全体の CO2 排出量を評価す
るための CO2 排出量の「算出ルール」の整理が必要である。

前述の中部地方整備局の試行工事では、CO2 排出量算定が
試行されたが、その過程で「算出の考え方」が整理された。こ
の試行では、トンネル工事を対象としていたため、対象となる
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資機材が限定的である。一方、「算出の考え方」は、他工種に
も適用可能であり、我が国の建設現場における CO2 排出量の
「算出ルール」の構築に繋がると考えられる。

今後、試行工事の対象を他工種に広げて「算出ルール」のガ
イドライン化を行い、様々な施工現場の CO2 排出量の算出に
繋げる必要がある。

4.3　低炭素化技術の現地実証
JICE では、2022 年 12 月に、建設関連の業界団体 14 団体

を対象に、各社の保有する低炭素化技術について網羅的な調査
を実施し、回答があったゼネコンやメーカー等建設関連企業
100 社から計 342 技術を分析した。

その内訳は、低炭素建設材料に関する技術 107 件、低炭素
建設機械に関する技術 39 件、工期短縮や生産性向上のための
技術 104 件、運搬量・時間・燃料の削減につながる技術 60 件、
維持管理・運営の低炭素化のための技術 52 件、廃棄物削減に
関する技術 70 件、低炭素化に資するような工期・工程管理ソ
リューション 14 件、その他 71 件であり、多くの建設関連企
業において様々な技術の開発が進められていることが明らかと
なった（図６）。

一方、各技術の今後の現場実装に向けた課題を確認したとこ
ろ、効果の検証や適用条件の確認が必要という回答が寄せられ
た。建設関連企業の技術開発は進んでいるが、現場実装に向け
て、その効果の検証や定量評価手法の確立、現地への適用条件
の確認といった適用性を整理するための現地実証が必要である
（表 4）。

 図６ 我が国の建設関連企業の有する技術の例（低炭素材料）

※ 掲載技術（画像とも）は国⼟交通省によるアンケート調査（R4.12実施）への各社回答に基づく。
※ 「代替材料の使⽤」と「構造物の⻑寿命化」など複合的な効果を持つ技術については、いずれかのカテゴリーにのみ記載している。
※ 限定的な調査であり、この他にも、数多くの関連技術が存在する分野もある。

低炭素型コンクリート

カーボン・リサイクル・コンクリート 代替材料の活⽤

⼾⽥建設/⻄松建設・スラグリート ⼤林組・クリーンクリート

安藤ハザマ・
CfFA（加熱改質フライアッシュ）

安藤ハザマ・奥村組・五洋建設・鉄建建設ほか・
CELBIC（環境配慮型BFコンクリート）

奥村組・ゼロセメントコンクリート

前⽥建設⼯業・
スーパーグリーンコンクリート

⻄松建設・ジオポリマー オリエンタル⽩⽯・CFCCスラブ

熊⾕組・ジオファイバー

低炭素舗装

三井住友建設・サスティンクリート⽵中⼯務店・⽊建材

⾼炉スラグ、フライアッシュ、⽊炭等を活⽤しセメント使⽤量を削減（プレキャストも含む）

⼤成建設
T-eConcrete/Carbon-Recycle

炭酸カルシウムを⽤いて
CO2を固定

ポリマーで
セメントを
代替

セメントゼロの
⾼強度コンクリート

ポリエステルでセメント
改良材を代替

NIPPO・ポリシールLC

炭素繊維複合材を
緊張材に⽤いたPC床板

清⽔建設・バイオ炭コンクリート

⿅島建設・ECMコンクリート

前⽥道路・LEAB

低温下でのAs製造・施⼯

低炭素半たわみ性舗装

熊⾕組・λ-WOOD

⽊材の活⽤

⿅島建設・
CO2-SUICOM

特殊な混和剤により
製造過程でCO2を吸収

⾶島建設・LP-Lic⼯法

丸太打設液状化対策

⽊質建材・耐⽕部材

図６　我が国の建設関連企業の有する技術の例（低炭素材料）

※ 掲載技術（画像とも）は国土交通省によるアンケート調査（R4.12 実施）への各社回答に基づく。
※ 「代替材料の使用」と「構造物の長寿命化」など複合的な効果を持つ技術については、いずれかのカテゴリーにのみ記載している。
※ 限定的な調査であり、この他にも、数多くの関連技術が存在する分野もある。

※ 掲載技術（画像とも）は国土交通省によるアンケート調査（R4.12実施）への各社回答を踏まえJICEにて集計。

現場実装に向けた課題 件数 割合

1 適用性の整理 30 22.6%

2 コスト縮減 27 20.3%

3 設備投資 12 9.0%

4 対応できる技術者の育成 2 1.5%

5 需要・認知の向上 17 12.8%

6 その他 45 33.8%

合計 133 100.0%

表４　今後の現場実装に向けた課題

※ 国土交通省によるアンケート調査（R4.12 実施）への各社回答を踏まえ JICE にて集計。

4.4　低炭素化技術の効果の認証とデータベース化
公共工事の脱炭素調達において、複数の競争参加者の提案を

比較評価するためには、提案された CO2 排出量の削減効果を
公平かつ客観的に、またできる限り定量的に評価することが重
要である。

これには、各企業の低炭素化技術を技術的に信頼できる第三
者が認証し、認証された効果をデータベース化する等して、発
注者と競争参加者が簡易に共有できる仕組みが必要である。

　
4.5　削減効果に応じた評価等の調達ルールの整理

公共工事の脱炭素調達における、競争参加者の脱炭素化に関
する技術提案は、多岐にわたることが想定される。例えば、ソー
ラーパネルの設置や LED 照明の活用から燃費基準達成機械・
バイオ燃料の活用、Web 等を活用した現場検査、電動機具の
活用、ICT 機械の活用、ハイブリッド車・電動車の活用等である。

建設現場の CO2 排出量を実質的に削減するためには、CO2

排出削減効果の大きい低炭素化技術の適用拡大が重要である。
これを促すため、脱炭素調達において、CO2 排出削減量や削
減効果に応じて技術提案を評価する等の調達ルールが必要である。

まとめ5
気象災害が激甚化・頻発化する等、世界各地で気候変動の影

響が既に顕在化していると考えられ、気候変動に対して、適応
策に加え、緩和策の推進が重要である。

我が国の建設現場においても、民間の主要メーカーや海外の
先導国における取組の進捗を踏まえると、将来的にサプライ
チェーン全体の脱炭素化に向けた調達の導入は避けられないと
考えられることから、本稿では今後、必要な具体の取組を提案
した。これが我が国の公共調達における「脱炭素調達」の導入
に向けたロードマップの叩き台となって議論を深める機会とな
るとともに、公共調達以外の民間の建設工事などにおいて「脱
炭素調達」を考えるきっかけとなることを期待している。
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